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はじめに 

 

 ここでいう震災復興住宅とは、東日本大震災の際に地震、津波を受けて住宅が喪失、全

壊、半壊し、或いは原発事故のために故郷を離れ、現在、仮設住宅や被災住宅などに一時

的に住んでいる人々が、適切な場所を得て永続的に住むための戸建住宅や集合住宅を意味

する。今回の震災の特徴の一つは、被災した地域が、新潟中越地震などの近年の震災に比

して、極めて広範で多様であるということである。北は青森から南は千葉の太平洋沿岸ま

で広がり、リアス式海岸のような急峻な地形を持つ地域から仙台平野のような平らな地域

まで存在する。従って、震災復興住宅が建設される地域の条件も実に多様である。また、

それまで住んでいた住宅の種類や家族構成も様々であり、建築後まもない住宅もあれば、

数十年経過した住宅もある。 

そのような背景があるがゆえに、震災復興住宅のモデルを具体的な図面として提案する

ことは容易ではないが、本報告書では、経済性に配慮しつ環境・省エネルギーの観点から、

最低限必要な条件及び設計の考え方について整備する。 

その際に前提として考えるべき条件、配慮すべき内容、検討事項などは以下のとおりで

ある。 

１） 復興住宅の建設される地域の気候条件は多様である。従って、断熱・気密の性能

もそれらの地域の気候条件を十分に考慮して設定するとともに、長期に利用でき

る性能を有するものとする。 

２） 省エネルギー性能については、いわゆる次世代省エネルギーを基準として、それ

よりも一つ上のランクを推奨とする。 

３） 地域の地形によって影響を受ける微気象に対しても十分に考慮すべきであるが、

個別の対応については原則的な考え方の記述に留める。 

４） 自然エネルギー利用の手法に関しては、地域の気候条件を考慮し、可能な限りと

りいれるように設計する。特にパッシブ的な利用については、積極的に導入する。

太陽光発電などのエネルギー供給設備についても検討する。経費の面から建設時

に設置できなくても、将来は取入れることができるように、設計上配慮する。ゼ

ロエネルギー住宅の考え方についても触れる。 

５） 住宅の規模は、建設資金、家族構成など様々な条件によって異なるので、小規模

で、後から拡張ができる住宅や、規模は大きいが内装は未完で将来充実させてい

く住宅、最初からフル装備の住宅、などが想定される。いずれの場合にも、屋根、

外壁、床、開口部などのシェルター性能については、十分配慮する。 

６） 高齢者の割合が大きいことから、安全・安心なデザイン、特にバリアフリーデザ

インに配慮する。シックハウス対策にも配慮する。 

７） 住宅設備については、最新の高効率機器の導入について十分に配慮する。 

８） 準寒冷地向けの自立循環型住宅への 設計ガイドラインを十分に参照して提案す

る。 

 


